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　第３次南アルプス市行政改革実施計画取り組み結果（平成２９年度）

計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

１　財政の健全化

●歳出の見直しと歳入の確保により収支均衡と将来負担の軽減が図られる財政基盤の確立

1

有利な市債の有効活
用による将来負担の
軽減（健全化判断比
率の抑制）

【取組主管課】
・財政課

【関係課等】

行政評価による事務事業の取捨選
択を行なうとともに、交付税算入
率の高い、有利な地方債を模索し
ながら、普通建設事業費の圧縮。
施設統廃合による物件費の圧縮等
による基金取り崩しの抑制を図
る。

財政計画

・健全化判断比率を次のとおりと
する。
　
　実質公債費比率　6.3％以下
　将来負担比率　　27.1％以下

※実質公債費比率：一般会計等が
負担する市債の元利償還金及びそ
れに準ずる償還金の標準財政規模
を基本とした額に対する割合
※将来負担比率：一般会計等が将
来負担すべき実質的な負債の標準
財政規模を基本とした額に対する
割合

・計画的な市債発行、償還。これ
に見合った普通建設事業の推進。
施設統廃合による物件費の抑制。
・健全化判断比率の推移に留意し
た財政運営を図る。
[達成目安]
財政計画値
・実質公債費比率 　4.7％
・将来負担比率　 ▲0.7％

・実質公債費比率 　4.7％

・将来負担比率　▲10.5％

地方債発行額は前年度より増加し
ているものの、繰上償還や基金積
立を行い、比率抑制に取り組ん
だ。

Ａ

今後は歳入の減少が見込まれるの
で、適切な地方債発行、基金管理
を行い、健全財政を維持してい
く。

2 基金の確保と活用

【取組主管課】
・財政課

【関係課等】

・基金を一定額確保しつつ、必要
な事業等の財源として適切な活用
を図る。

財政計画
・年度末財政調整基金等残高
　101億円以上の確保
（財政計画値　101.1億円）

・基金については、取り崩しを行
わず、減債基金に1億円を積立て、
平成29年度末基金残高を106億円以
上確保する。

[参考]
財政計画値
・財政調整基金残高41億円
・減債基金残高25億円
・公共施設整備等事業基金
　　　　　　　40億円

・財政調整基金残高  40.7億円
・減債基金残高  26.2億円
・公共施設整備等事業基金残高
　　　　　　　　　　 40.1億円

減債基金に1.3億円積立て、平成29
年度末基金残高107億円を確保し
た。

Ａ

　予算規模が縮小されるため、計
画的な基金の取り崩しが求められ
る。
※計画的な繰上償還も実施する。

3
補助金・交付金の見
直し

【取組主管課】
●行政改革推進
室
・財政課
【関係課等】
・全ての課等

・南アルプス市補助金等交付規
則、南アルプス市補助金等交付基
準に基づいて、必要性や妥当性、
補助率や終期等を検証し、適正な
金額への見直しや整理・統合を図
る。

南アルプ
ス市補助
金等交付
規則

南アルプ
ス市補助
金等交付
基準

・南アルプス市補助金等交付規
則、南アルプス市補助金等交付基
準の一定の基準の下、すべての補
助金等について見直しが行われて
いる状態

・既設の補助事業等が、南アルプ
ス市補助金等交付規則、南アルプ
ス市補助金等交付基準に基づき、
適正に執行されているかを検証す
る。
・新設する補助事業等について
は、南アルプス市補助金等交付規
則、南アルプス市補助金等交付基
準に基づく運用が成されるかを審
査する。

予算査定時には、補助対象者、対
象経費、金額、交付要綱等に基づ
き精査している。

補助事業等については、事業の必
要性、緊急性、公平性、有効性に
基づいて予算査定時に精査してい
る。
新規事業等についても同様であ
る。

Ｂ

既存事業を含め、再度内容、実施
要綱等を精査し見直していく必要
がある。
新規事業等についても同様であ
る。

4
経費の節減・合理化
の徹底

【取組主管課】
●行政改革推進
室
・財政課
【関係課等】
・全ての課等

・職員のコスト意識を高めるとと
もに、より効率的・効果的な方法
となるよう、執行管理手法を見直
し、経費の節減、合理化の徹底を
図る。
・工事、備品購入、業務委託等の
契約方法についての見直し。

財政計画
・財政計画に沿って、消耗品費や
庁舎の光熱水費等、物件費等の節
減が図られている状態

・経費節減等に対する目標達成に
向けた執行管理を全庁的に行な
う。

予算査定時には、単価確認や積算
根拠などについて確認している。

必要に応じ、内容の見直し等を依
頼している。

Ｂ

・推計による今後の動向を周知す
るとともに、事務事業評価に基づ
く事業見直し、予算削減の徹底を
図る。
・維持管理経費の削減は限界があ
るため、公共施設等総合管理計画
で計画している施設の計画的な除
去の実施により施設総量の削減を
並行して取り組んでいく必要があ
る。

5
市の規模に見合った
安定的な予算規模の
構築

【取組主管課】
・財政課

【関係課等】

・歳入規模に見合った歳出規模へ
の見直しを進め、財政計画に基づ
く予算規模への計画的な縮小を図
る。

財政計画
・財政計画における一般会計の歳
入決算規模
　　294億円

・財政計画に基づき、歳入規模に
見合った歳出予算を編成する。
[達成目安]
一般会計の歳入決算規模 338億円

一般会計の歳入決算335億円

普通建設事業における入札の不用
額や次年度への繰越により、地方
債の発行額が計画値より減少した
ため、歳入決算額が目標値を下
回った。

Ａ

今後は歳入の減少が見込まれるた
め、歳出構造の見直しを図り、歳
出の削減を図っていく必要があ
る。

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標

①歳出構
造の見直
し

見直し、改善事項
（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

【取組達成度】

Ａ：目標を達成

Ｂ：目標はほぼ達成しているが取組に課題または改善の余地あり

→（次年度へ作業を残したもの）

Ｃ：目標は未達成で取組に課題または改善の余地あり

→（新たに課題が発生するなど計画どおり進んでいないもの）

Ｄ：目標は未達成で取組困難なもの
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
市税等の徴収率の向
上に向けた取り組み
の推進

【取組主管課】
●税務課
・収税対策課

【関係課等】
・国保年金課

・庁舎増改築により執務環境が整
備され、徴収体制の見直し、徴収
体制の強化等に取り組み、徴収率
の向上を図る。
・山梨県滞納整理推進機構の支援
事業活用による徴収強化に取り組
む

※徴収体制の見直しに伴い、滞納
繰越額の徴収率の減少が予測され
る

-

自主財源の確保を達成目標とする
徴収体制の見直し、改善を図る
目標の指標は現年＋過年の徴収率
の向上を目指す

市税
現年分徴収率　98.5％
滞繰分徴収率　22.0％
市税合計　95.0％

国保税
現年分徴収率　95.0％
滞繰分徴収率　23.0％
国保税合計　77.0％

・滞納処分及び納税相談の実施
・口座振替等の推進

市税
現年分徴収率　98.4％
滞繰分徴収率　23.9％
市税合計　93.3％

国保税
現年分徴収率　93.0％
滞繰分徴収率　24.5％
国保税合計　76.5％

　現年度＋過年度の徴収率の向上
を目指した。
市税
現年分徴収率　98.6％
滞繰分徴収率　27.5％
市税合計　94.6％
国保税
現年分徴収率　93.6％
滞繰分徴収率　24.3％
国保税合計　79.2％

滞納処分及び納税相談、口座振替
等の推進を図り徴収率の向上を目
指した結果、市税は1.3ポイント、
国保税は2.7ポイント目標より増と
することが出来た。

Ａ

今後も市税の徴収率を上げるため
には、徴収体制の強化、滞納処分
執行可能な課税措置を講じること
が必要である。
国保税においては、資格証明書の
交付等法令に基づく厳正な措置の
実施が必要である。

2
未利用財産の売却・
貸付の促進

【取組主管課】
・管財契約課

【関係課等】

普通財産や行政財産の内、未利用
部分が確認された財産について
は、有効活用を検討し、処分（売
却・貸付）を促進する。

売却可能
リスト等
の抽出

・計画期間内に未利用財産の処分
（売却・貸付）目標額の５年間の
総額を次のとおりとする。
　
「普通財産」
目標額 65,000千円
・売却額 25,000千円
・貸付額 40,000千円

公会計管理台帳システム上の資産
情報を活用し、処分可能資産と有
効活用可能資産の整理分析を進め
る。
公有財産処分審査委員会（仮称）
の設置と処分事務ついて例規の整
備を行い、一般競争入札により処
分を進める。
[達成目安]
目標額 10,000千円
・売却額  5,000千円
・貸付額  5,000千円

・普通財産売却額　　1,198千円
・法定外公共物払下 10,429千円
　　　　　　合計　 11,627千円
・使用料・賃借料　 10,778千円

・売却額、貸付額は目標額を達成
することが出来た。
※一般競争による公売について
は、未実施に終わった。

Ａ

・公有財産処分委員会は設けず、
主管課長会議・庁議・部局連絡会
を利用し、処分の可否を決定す
る。
・貸付額の年度目標は達成できて
いるので来年度から貸付額の目標
を5,000千円上げて10,000千円とす
る。

3
その他の自主財源の
確保

【取組主管課】
●政策推進課
・秘書課
・環境課
・都市計画課
・行政改革推進
室

【関係課等】

・職員が財源獲得の意識を持ち、
広告事業の推進、ふるさと納税の
促進、その他財源の確保等の取組
を推進する。

-

・自主財源収入額を次のとおりと
する。
ふるさと納税　200,000千円以上
ネーミングライツ　5,000千円以上
有料広告収入　600千円以上

・広報や市ホームページ、市名入
り各種封筒に有料広告を掲載す
る。・全庁を挙げて、新たな広告
媒体や自主財源の確保策の検討を
進める。
[達成目安]
ふるさと納税　200,000千円以上
ネーミングライツ　4,500千円以上
有料広告収入 600千円以上

ふるさと納税‐（返礼品・送料）
　604,403千円 －（169,965千円）
＝434,438千円
ネーミングライツ　4,500千円
ホームページ広告　　340千円
コミュニティバス車体広告
　　　　　　　　　　172千円

・ふるさと納税ポータルサイト上
で本市のシャインマスカットが4月
～5月上旬に全国で最も注目された
ことから、ふるさと納税寄附金
額・件数とも格段に増加した。
・ＨＰバナー広告料は1枠の単価が
上がったことにより増加した。
・ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの車体広告料を新たに
追加することが出来た。

Ａ

・ネーミングライツについては新
規施設を検討していく。
・ＨＰの広告収入を上げるためＨ
Ｐの魅力をあげる。
・ゴミ袋の広告収入が無いため、
広告料の見直しを検討する。

②歳入確
保の取組
推進

2



計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
上水道事業の健全経
営の維持

【取組主管課】
・企業局

【関係課等】

・将来にわたって安定的に事業を
継続するために、経営戦略、実施
計画を策定し、この計画を推進す
ることにより、健全な経営を維持
する。

南アルプ
ス市水道
事業経営
戦略・実
施計画

・南アルプス市水道事業経営戦
略・実施計画（計画期間：平成２
９年度～平成３８年度）の取組推
進により、健全経営が維持された
状態

・南アルプス市水道事業経営戦略
の策定

南アルプス市水道事業経営戦略を
策定（計画期間平成２９年度～平
成３８年度）

予定通り完了。
水道委員会及び議員説明会におい
て公表。
指摘・意見等を踏まえ、修正。

Ａ なし

2
下水道事業の健全経
営に向けた取り組み
の推進

【取組主管課】
・下水道課

【関係課等】

・国の「公営企業の経営に当たっ
ての留意事項について」
（H26.8.29付け通知）を踏まえ、
平成31年度からの公営企業会計へ
の移行を目指す。
・汚水処理施設整備構想に基づ
き、効率的かつ有効的な整備促進
を図っていく。

・南アル
プス市汚
水処理施
設整備基
本構想
（下水道
アクショ
ンプラ
ン）
・南アル
プス市公
共下水道
全体計
画・事業
認可計画

・公営企業会計での適正な運用
・汚水処理施設整備基本構想に基
づいた整備促進
・生活排水クリーン処理率
　　　　　　　　　78.1％

[公営企業会計への移行]
・固定資産の調査・評価
・システム構築
・組織の検討
・条例、規則等の改定に着手
[未普及地域の整備促進]
・ストックマネジメントを含めた
南アルプス市公共下水道全体計
画・事業認可計画の見直し
・汚水処理施設整備構想に基づ
き、整備区域の拡大を図る

[公営企業会計への移行]
・固定資産の調査・評価済み
・システム構築の準備は済み
・組織の検討は関係各課と随時協
議している。
・条例、規則改定は関係課と調整
している。
〔未普及地域の整備促進〕
・全体計画・事業計画の見直しは
30年度に計画している。

Ｈ29年度末生活排水クリーン処理
率　70.6％

[公営企業会計への移行]
・固定資産調査、評価は資料の不
足等により手間取ったが、年度目
標は達成できた。

〔未普及地域の整備促進〕
・汚水処理施設整備構想に基づ
き、整備区域の拡大を図った。
（整備面積A=29.01ha）

Ａ

[公営企業会計への移行]
・委託業者と密に連絡を取り、業
務に落ち度がないよう注意を払
う。

〔未普及地域の整備促進〕
・汚水処理施設整備基本構想（下
水道アクションプラン）策定によ
り事業費増大（ただし、H30は打ち
切り決算）を見込み、人員増強を
調整する。

3
特別会計の効率的な
運営（国民健康保険
特別会計）

【取組主管課】
・国保年金課

【関係課等】

国の社会保障制度改革のひとつと
して、持続可能な医療保険制度の
構築を目指し、国保制度改革が施
行されることになった。平成30年
度からの都道府県化に向けて市と
して必要な準備、取り組みを進め
ていく。

山梨県国
民健康保
険運営方
針

安定的な財政運営と効率的な事業
の実施

徴収体制の見直し

現年保険税収納率：９５％

平成２９年度に決定する山梨県国
民健康保険運営方針や納付金の確
定を踏まえ、保険税率の算出、国
保システム環境の整備、事務手続
きの変更確認、当初予算編成、条
例改正などの対応

特定健康診査等実施計画、データ
ヘルス計画策定

現年収納率：９３％

〇保険税率の据置を決定
〇都道府県化に対応したH30当初予
算を作成
〇国保情報集約システム等の整備
を実施
〇条例改正を実施
〇第３期特定健康診査等実施計
画、第２期データヘルス計画策定
〇収納率：93.59%

〇都道府県化に向け、保険税率の
決定や予算編成、システム整備、
条例改正の実施、事務手続きの変
更準備等を適正に行なうことがで
きた。
〇レセプトデータ及び特定健診等
のデータを分析し、被保険者の健
康の保持増進、医療費適正化を推
進していくための「第３期特定健
康診査等実施計画、第２期データ
ヘルス計画」が策定できた。
〇納税相談、口座振替の推進等に
より、収納率93.59%を達成した。

Ａ

〇翌年度納付金額の算定状況を注
視しながら、国保税率の見直しを
検討していく。

〇現年度収納率のさらなる向上の
ため、催告書の時期、回数等の検
討など、収納対策強化が必要。

3
特別会計の効率的な
運営（介護保険特別
会計）

【取組主管課】
・介護福祉課

【関係課等】

・事業計画等を策定し、将来的な
見通しを持った上で、将来負担の
軽減につながる予防関連事業等の
取組や給付適正化の取組を強化
し、健全経営を推進することによ
り、特別会計への繰出金の抑制を
図る。

・介護保
険事業計
画
・高齢者
保健福祉
計画

・介護予防「百歳体操」の普及
（高齢者600人程度）
・ケアプランチェックの全件実施
を行なう。

・予防関連事業の「百歳体操」の
普及
　（高齢者300人程度）
・新規のケアプランチェックを実
施する。
・縦覧点検による給付適正化を図
る。

・百歳体操の普及はこれまでに立
ち上がった２６グループへ継続支
援を行い、老人クラブや健康フェ
ア、ボランティア団体等に広く周
知を行った
・新規ケアプランの提出依頼を行
い、市内・外の居宅支援事業所か
ら提出していただいた。
・縦覧点検を行い短期入所長期利
用者の未届に対して居宅支援事業
所への届出を依頼し判定会の開
催。

・百歳体操の拠点が36グループ、
500人以上の市民参加を得た。
・提出事業所ごとに管理者等と面
談を行い結果の報告を行った。
(プラン数532件予防含む)
・判定会の結果に応じて、検討内
容を提出してもらいケアプランの
適正化を図っている。

Ａ

・百歳体操は新規グループを増や
すために、パンフレットの作成、
協議体・高齢者関係団体等と連携
し周知を図っていく。
・現在利用している事業所等につ
いては、ほぼ面談を行なうことが
できたため、今後は指導等が必要
なプランについて面談を行なうこ
ととし、効率化を図っていく。
・縦覧点検の結果からケアプラン
点検へつなげるようにしていく。

3
特別会計の効率的な
運営（下水道事業特
別会計）

【取組主管課】
・下水道課

【関係課等】

・公営企業会計適用後、適正な下
水道使用料への改定を行なうとと
もに、収納率の向上に取り組み、
特別会計への繰出金の抑制に努め
る。
現年分徴収率　97.7％
滞繰分徴収率　24.2％

・公営企業会計が適用され、適正
な使用料へ改定されている。
・滞納整理の強化により徴収率の
向上が図れている。
現年分徴収率　98.5％
滞繰分徴収率　25.0％

・公営企業会計移行期間
・収納率向上のため企業局と連携
し、口座振替の推進や積極的な滞
納整理の実施
・下水道使用料見直しの検討
現年分徴収率　98.0％
滞繰分徴収率　24.5％

・公営企業会計移行準備（固定資
産調査・評価等）
・下水道使用料収納状況
現年分徴収率　97.9％
滞繰分徴収率　29.8％

・公営企業会計移行業務について
は、年度目標を達成している。

Ａ

・年2回の滞納整理や催告書発送、
企業局の停水予告に合わせた滞納
者訪問のほか、分納誓約者の納付
状況を確認し、より良い納付方法
を再検討する。

3

特別会計の効率的な
運営（山梨県北岳山
荘管理事業特別会
計）

【取組主管課】
・観光商工課

【関係課等】

・北岳山荘の所有権者である山梨
県と管理協定や管理運営方法の見
直し等、県への返還も含め協議を
始めており、市の負担がこれ以上
増大するようであれば近い将来返
還をしなければならない。

－
施設の方向性について決定を行っ
ている。

山梨県の担当窓口である観光部観
光資源課と協議。

平成29年9月6日（水）
第1回目協議
県:観光資源課長他2人
市:課長,リーダー,担当

平成29年11月30日（木）
第2回目協議
県:観光資源課長他2人
市:課長,リーダー,担当

平成30年1月18日（木）
第3回目協議
地元県議会議員
県:観光資源課長他2人
市:課長,リーダー,担当

　管理協定を見直しに伴う管理運
営方法の案を双方提示し、メリッ
ト、デメリットについて協議を
行った。
　また、2月定例県議会において、
地元選出の県議会議員がこの協定
見直しについて質問を行った。
　平成30年度も定期的に協議して
いくことが確認され、県が現地視
察を実施することになった。

Ａ なし

③公営企
業等の健
全経営
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

２　行政経営システムの見直し

●経営資源の適正配分により公共サービスを最適化する行政経営システムの見直し

1 優先的事業の重点化

【取組主管課】
●政策推進課
・行政改革推進
室
・財政課

【関係課等】
・全ての課等

・第2次総合計画に位置付けられ
た政策・施策及び重点戦略の推進
に必要な事業の選定や関連付け、
優先順位付け、見直しなどの方針
を定めるため、施策優先度評価会
議を実施する。

第2次総
合計画

・第2次総合計画に基づく事業の見
直し、組み換えが行われ、社会経
済情勢等の変化をとらえた政策・
施策が効果的に展開されている状
態

・第2次総合計画の進捗管理を行な
う
・施策優先度評価会議の実施によ
り、第2次総合計画に位置付けた政
策・施策及び重点戦略の推進に必
要な事業の関連付け、優先順位付
け、見直し、組み換えなどの方針
を定め、予算編成に反映する。

・施策マネジメントシートにより
第２次総合計画の進捗管理を行っ
た。
・施策優先度評価会議の結果によ
り行政経営方針及び予算編成方針
を作成した。
・総合計画の施策体系と予算の体
系が異なっているため、直接的に
反映しにくい部分があるため、個
別査定方式とした。

予算配分において施策別枠配分方
式から個別査定方式に代えたた
め、予算配分のマンネリ化を解消
することができた。しかし、第2次
総合計画の施策数が23本と少な
く、一つの施策の範囲が大きいた
め、優先的事業に予算を多く配分
したとしても、施策だけで見ると
分かりにくいところがあった。

Ｂ

効率的な進捗管理と予算配分のメ
リハリが分かるようにするため、
第2次総合計画の23本の施策及び施
策目標（指標）、施策重点事業に
ついて見直しを行なう。

2
徹底した事務事業の
見直し

【取組主管課】
・行政改革推進
室

【関係課等】
・全ての課等

・事務事業評価により事業の「改
善・廃止」の適切な進捗管理を行
い限られた経営資源を最適配分す
る。

第３次行
政改革大
綱・実施
計画

・事務事業評価の実施及び適切な
進捗管理により、限られた経営資
源が最適配分され、市民が真に必
要とするサービスが提供されてい
る状態

・事務事業評価により事業の「改
善・廃止」の進捗管理を行い、毎
年度の予算要求において、評価結
果と連動した予算編成を行なう。

事務事業評価の結果、Ｈ29年度の
事務事業数は1,136事業あり、今後
の方針案として現状維持が874事
業、改善・廃止等が262事業となっ
た。

H30の予算要求は、H28年度の事務
事業評価を反映させたものであ
り、1年間のブランクが生じる結果
となった。

Ｂ
前年度の事務事業評価を、翌年度
の予算執行時に反映させる。

3
各種整備計画の策定
と運用

【取組主管課】
・行政改革推進
室

【関係課等】
・整備計画を有
する所管課

・事業の優先順位を定めた整備計
画を策定し、財政状況に応じて優
先度の高い事業から効果的かつ計
画的な事業実施を図る。

各種整
備・整備
計画、長
寿命化計
画

・分野ごとに整備計画が策定さ
れ、優先度の高い事業から実施さ
れている状態

・個別計画の策定状況について調
査
・必要に応じて計画の策定勧奨

公共施設について長寿命化計画等
の状況調査を行った。

計画どおり進捗している。 Ｂ
保育施設、スポーツ施設等未策定
の計画策定支援

4
部局ごとの目標管理
の実施

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・全ての課等

・計画的な施策や事業等の推進の
ため、各部局や課等において予算
編成に合わせ取組目標を設定し、
進捗管理を実施する。

-

・部局や課等の目標が設定され進
捗管理が行われている状態（ＰＤ
ＣＡサイクルに基づく取組が定着
している状態

・部局や課等の目標を設定する
（役割・使命・経営方針、事業の
目標など）。
・部局や課等の目標及び市長公約
を進捗管理する。（目標達成度、
成果等）

・市長公約、重点目標の市長ヒア
リングを実施。
・期首・・4月下旬
・期中（管理）11月上旬
・期末・・3月下旬
・ヒアリングの実施により、市長
公約、重点目標の具体的な取組内
容、進捗状況を把握することが出
来た。

・期首ヒアリングを4月下旬に実施
したことで、年度早期に各部局の
目標、取組内容を共有することが
出来た。
・期中管理では、進捗状況や取組
み状況などについて取りまとめ、
市長へ報告を行った。市長からの
個別指示事項は担当課へ伝達し、
全体に関わるものに対してはイン
フォメーションにより周知を行っ
た。

Ａ 今後も進捗状況の把握に努める。

①マネジ
メントシ
ステムの
強化

4



計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
民間への業務委託等
の推進

【取組主管課】
・行政改革推進
室

【関係課等】
・全ての課等

・国の公共サービス改革基本方針
や全国の自治体の民間委託等の導
入実績また、施設の民間譲渡によ
る民営化等の検証を行い、民間へ
の業務委託等の検討・推進を図
る。

第３次行
政改革大
綱・実施
計画

・民間委託等の効果が認められる
業務について、委託等が推進され
ている状態

・国の公共サービス改革基本方針
や全国的な自治体の民間委託導入
実績を踏まえ、当市の現状に沿っ
た業務委託を検討する。

国が抽出した主要17項目の民間委
託の実施状況調査を実施した。
（本庁舎清掃、夜間警備、総合案
内、電話交換、公用車運転、し尿
収集、ごみ収集、学校給食調理、
学校給食運搬、学校用務員事務、
水道メーター検診、道路維持補
修、ホームヘルパー、在宅配食
サービス、情報システム、ホーム
ページ、調査集計）

17項目の事務のうち学校給食調理
事務が直営となっているので、業
務委託について今後検討してい
く。
また、各担当において、業務委託
可能な業務を検討している。

Ｂ
当市の現状に沿った業務委託を検
討する必要がある。

2
指定管理者制度の導
入と適正な運用

取組主管課等】
・行政改革推進
室

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・指定管理者制度の導入効果や運
用方法等の検証を行なう。
・効果が見込まれる施設への制度
の導入、及び既に導入済みの施設
で効果が見込めない施設の直営管
理への切替（継続を見込む施設に
限る）を進める。

南アルプ
ス市指定
管理者制
度の適用
に関する
基本方針

・真に制度の導入効果が得られる
施設について導入が進み、適切に
運用されている状態

・南アルプス市指定管理者制度の
適用に関する基本方針に基づき、
指定管理施設の更新又は見直し、
及び新規導入を進める。
・指定管理者制度を導入した施設
については、モニタリングの実施
により管理運営状況を的確に把握
するほか、制度の適切な運用を行
なう。

・平成29年4月１日現在
協定数36（施設数72）
（内　1協定6施設9月末で終了した
ため指定管理更新施設無し）
・モニタリングの実施により管理
運営状況を把握し、制度の適切な
運用を行った。

施設の管理運営状況を把握するこ
とが出来た。

Ｂ

・引き続き指定管理施設の更新又
は見直し、及び新規導入を進め
る。
・指定管理者制度の適切な運用に
つなげるためガイドラインを作成
することによって統一的な考え方
を示すことが出来る。

1
計画的な再配置の実
施

【取組主管課】
・行政改革推室

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・公の施設について、公共施設等
総合管理計画、公共施設再配置ア
クションプランに基づき施設の目
的と機能、利用実態、地域バラン
ス等を勘案し、適正配置に向けた
取組の推進を図る。

公共施設
等総合管
理計画
公共施設
再配置ア
クション
プラン

・公の施設の総量を抑制した上
で、適正配置されている状態

公共施設等総合管理計画、公共施
設再配置アクションプランに基づ
き、再配置の取組を進める。

公共施設等総合管理計画、公共施
設再配置アクションプランに基づ
き、施設を所管する担当課と再配
置の取組を行なった。

一部、用地交渉が不調で計画変更
せざるを得ない施設があった。
（白根支所西側用地）

Ｂ

一部施設の再配置の変更を検討
し、来年度は集中取組期間の最終
年度であるので適正な進捗管理を
行なっていく。

2 計画的な除去の実施

【取組主管課】
・行政改革推進
室

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・用途廃止する施設について、安
全管理面や費用対効果を検証しな
がら計画的な除却を図る。

公共施設
等総合管
理計画

・公共施設等総合管理計画に記載
している施設の情報が適宜更新さ
れ、計画的な除却が行われている
状態

・公共施設等総合管理計画を適宜
更新するとともに、老朽化による
危険度や財源確保の可能性を検証
しながら、計画的な除却を実施す
る。

八田農業者健康管理センター、地
域活動支援センターきがる館の解
体を行なった。

公共施設等総合管理計画に計画さ
れている施設の除去が計画どおり
進めた。

Ｂ
新規建設する施設もあるので目標
以上に削減する必要がある。

3
計画的な保全・長寿
命化の推進

【取組主管課】
・行政改革推進
室

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・施設の維持管理や更新費用の軽
減・平準化を図るため、公共施設
等総合管理計画を策定し、計画的
な保全・長寿命化を推進する。

公共施設
等総合管
理計画

・公共施設等総合管理計画に基づ
く適正な施設管理が行われている
状態

・公共施設等総合管理計画に基づ
く取組を進める。
[具体的な取組]
・長寿命化…個別計画の整備・更
新を行なう。
・保守・点検…マニュアル策定を
進める。

長寿命化計画の策定状況の調査を
行った。

・長寿命化計画の策定状況は把握
できた。
・策定済　公園、市営住宅、道
路、橋梁
・策定中　学校教育系施設、
・未策定　文化施設、社会教育施
設、地域集会施設、スポーツ施
設、産業系施設、子育て支援施
設、保健・福祉系施設、行政系施
設、消防系施設、農道、林道、河
川、道路構造物、上水道、下水
道、簡易水道、農業集落排水

Ｃ

・保守点検マニュアルの策定につ
いて検討を行なう。
・長寿命化計画を未策定の施設に
ついては策定支援を行なう。

4
借地の解消、借地料
の見直し

【取組主管課】
・管財契約課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・市が借り受けている土地につい
て、今後の使用状況等を検討した
上で、借地契約の解消（返還・買
収）や借地料の見直しを図る。

-

・借地契約が必要な土地につい
て、地権者との合意により、可能
な限り、適正な借地料となってい
る状態を目指す。

・管理している借地の状況につい
て個別に調査・分析を行い適正処
理を進めていく。

白根飯野地内の借地については、
前年の返還方針に基づき、関係課
に今後の利用の有無の聞き取りを
行った。

返還が可能な借地の抽出は行なう
ことが出来たが、代替用地の用地
交渉が不調となり、この借地は継
続することになった。

Ｂ
継続することになった借地につい
ては、白根支所周辺の駐車場整備
終了後、利用状況を検証し今後検
討する。

②民間活
力の活用

③公共施
設の見直

し
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
分かりやすい市政情
報の発信

【取組主管課】
・秘書課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・ホームページ等の情報の最新化
や最適化を通じて、分かりやすい
市政情報の的確かつ迅速な発信を
図る。

-

・最新かつ正確な市政情報が、小
中学生から高齢者まで幅広い世代
に分かりやすく伝わる内容で発信
され、その情報を容易に入手でき
る状態

市ホームページリニューアルの方
向性をまとめ、コンテンツ、シス
テム、運営体制の構築を図ると同
時に、職員研修を行なう。

ＨＰをリニューアルしH30.3.1に公
開した。合わせて、スマートフォ
ン用画面の閲覧が可能になった。
また、Facebookの利用など幅広く
情報発信できるようになった。

新ＨＰ開設はH30、ＳＮＳでの情報
発信はH32の取組内容であったが、
計画より早く策定し運用を開始し
た。
新ＨＰの更新は、業者に委託せず
各課で更新可能となった。運用開
始に合わせ最新情報を迅速に発信
できるよう、職員研修を開催し
た。

Ａ

課によって情報更新に差がある。
どの課でも情報更新を迅速に行え
るよう職員研修を実施し、更新状
況を監視する。

2 広聴広報活動の推進

【取組主管課】
●秘書課
・政策推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・市民座談会、各種アンケート等
のほか、各種審議会等を通して、
市民の意見等を聴く機会の確保と
市政運営への反映を図る。

-

・広聴活動に積極的に取り組み、
真の市民ニーズを的確に捕捉し、
その結果が市政に反映されている
状態

・市民と市長との対話集会「市民
座談会」を今後も開催する。
・各種アンケートの実施。
・市長への手紙を引き続き設置す
る。
・パブリックコメントの実施。
・各種審議会等の委員の公募を引
き続き実施する

・市民アンケート調査（１８歳以
上の男女1,500人を対象）を実施
し、結果を事務事業評価に活用し
た。
・座談会は１回実施し、１団体、
１３名が参加。
・パブリックコメント４案件実
施。
・市長への手紙　９４件、ＨＰか
らの意見要望苦情４１件

・市民アンケートの回答は613件
（40.9％）で、市民の市政に対す
る(不)満足度や直接的な意見を知
ることができた。
・市長への手紙やＨＰからのメー
ルでは、市民や市外からの意見や
要望等を聞き業務を見直すきっか
けとなった。
・座談会では市長と直接対話をす
ることで、地域での困っているこ
となどを把握し、改善を図る。

Ｃ

・アンケートは市民が直接市政へ
意見を伝える方法であるので、実
施内容や時期を見直し、より多く
の市民が参加しやすくなるように
工夫する。
・座談会の回数が少なかったの
で、市民や団体への周知を図り、
より多く座談会を実施し広く生の
声を聴く機会を設ける。

3
市民ニーズ等に対応
した相談窓口の充実

【取組主管課】
●行政改革推進
室
・みんなでまち
づくり推進課
・福祉総合相談
課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・社会経済情勢や市民ニーズに対
応するため、引き続き一般相談窓
口や専門性の高い特定の相談窓口
を設置するとともに、相談環境の
整備や職員の専門性・接遇等の質
高め、相談窓口の充実を図る。

-
・市民ニーズに対応した相談窓口
が設置され、市民の満足度の維
持・向上が図られている状態

・新たな相談窓口の需要への対応
を検討する。

・庁舎増築に伴う相談窓口の環境
整備

[相談サービスの質の向上]・職員
研修や職場内研修（ＯＪＴ）を活
用し、専門性や接遇の質の高い
サービスを提供する。
・窓口アンケートを実施し、現状
の把握と改善を図る。

・みんなでまちづくり推進課に消
費生活ｾﾝﾀｰを設置した。また周知
のための啓発活動や出前口座を実
施した。高齢者見守りネットワー
ク構築のため、介護福祉課所管の
認知症支援ネットワーク会議に参
加
・福祉総合相談課ではＣＳＷを社
協へ委託し配置している。また事
例検討会を通じ、課題の抽出やよ
り良い支援方法を協議した。

・国、県民生活センター主催の研
修会に参加し、スキル向上が図ら
れた。
・ＣＳＷを配置することで、相談
の入口が増え、一定の成果がでて
いる。
・事例検討会を定期的にすること
で、関係機関への適切な協力要
請、役割分担ができている。

Ｂ

・消費生活相談員の代替相談員の
確保を引続き行なう。
・高齢者の見守りネットワークの
さらなる強化充実を図る
・外国人や聴覚等の障害者の相談
対応を検討
・関係課（機関）との合同による
事例検討会を増やすことで、さら
に多面的な視点で見ることが可能
となる。
・相談業務における窓口アンケー
トでは現状把握が難しいため、市
民アンケートの「市役所の窓口は
利用しやすいと思いますか」の項
目により成果を図る。
（Ｈ29/71.4％）

4
新たな市民参画の手
法

【取組主管課】
・みんなでまち
づくり推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

南アルプス市の現状にあった協働
の形を作っていく。

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・第2次協働のまちづくり基本方針
で計画されている内容が履行され
ている状態。

・市民の意見を反映させ第2次協働
のまちづくり基本方針、第2次みん
なでまちづくり（協働）行動計画
の運用に向けて検討を行なう。

4月に実施したパブリックコメント
の結果を基に、みんなでまちづく
り推進本部会議の承認を得て、第
２次協働のまちづくり基本方針及
び第２次みんなでまちづくり（協
働）行動計画を策定した。また、
地域コミュ二ティの幸福度やつな
がりについて調査をモデル事業と
して実施し、報告会を開催した。

モデル事業の報告会では、昔から
ある地域と比較的最近できた地域
での幸福度やつながり方には違い
があるが、地域のつながり深く、
人々の幸福度が高くなっている結
果となった。この結果から家族や
地域の人々とのつながりや交流を
通じで住んでいる地域の社会参加
につながることが認識された。

Ｃ

第２次協働のまちづくり基本方針
及び第２次みんなでまちづくり
（協働）行動計画を策定したが、
市民等へ周知し、公表することが
出来なかった。３０年度に市ホー
ムページ等に掲載を予定してい
る。

④市民と
のコミュ
ニケー
ションの
充実
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

３　人材育成と時代に即応した組織の見直し

●職員の意識改革や資質向上に取り組み、職員の能力が最大限発揮される組織を目指す人材育成と時代に即応した組織の見直し

1 定員適正化の推進

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・第3次定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化に取り組
む。
○定員適正化の方針
・事業の執行に必要な最小の人員
体制の構築
・最大の効果を発揮できる組織の
構築と人材の育成

定員適正
化計画

・第3次定員適正化計画に基づき、
平成32年度当初における職員数を
次のとおりとする。
　
　正規職員数　　615人

・第3次定員適正化計画に基づき、
計画的な定員適正化に取り組む。
[達成目安］
・第3次定員適正化計画に示した正
規職員数　　　　621人
　（平成29年4月1日現在正規職員
数）

・年度当初に退職者数を勘案した
採用計画を策定しており、それに
より採用試験を実施し、計画以内
の職員数にすることができた。
（平成29年4月現在618人）

・退職者の数、職種を勘案し、採
用計画を策定している。これによ
り必要な職員数を確保することが
明確になっているため、計画より
３名減の職員数となった。（予定
外の退職職員もいた）

Ａ

・現在は、専門職の採用を退職者
補充としているが、今後は業務内
容、質・量について人事ヒアリン
グ等で聞き取りを行い、職種別の
必要枠を見極める必要がある。ま
た、業務改善、効率化の観点につ
いても関係各課と連携を図った上
で、適正な人員確保を目指す。

2 組織の見直し

【取組主管課】
●行政改革推進
室
・総務課
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・複雑・多様化する市民ニーズや
新たな行政需要に迅速かつ柔軟に
対応できる効率的な組織を構築す
るとともに、行政運営上の環境変
化などの課題に対応するため、適
時・適切に見直しを行なう。

ー
・市の政策・戦略と業務量に沿っ
た、効率的な組織が構築されてい
る状態

・行政運営上の環境変化などに対
応するため、適時・適切に組織の
見直しを行なう。

Ｈ30.4月からの業務分掌事務につ
いて、より効率的・効果的に業務
を行なうため、分掌事務の見直し
を行った。
◆ユネスコエコパークの推進に関
すること
･観光商工課内（担当）⇒ユネスコ
エコパーク推進室
◆６次化拠点整備室⇒南アルプス
ＩＣ新産業拠点整備室
◆介護福祉課（事業所担当）新設
◆浄水管理課（浄水担当）新設
◆教育委員会の所掌業務の見直し
（課名、担当変更）

・職員数の減、業務の多様化、ま
た、事務量の増加に対応するた
め、より効率的・効果的に業務を
行なうための見直しができた。
・人事課も組織見直しのヒアリン
グに同席したことで、事前に内容
を把握することができ、人事ヒア
リングに活かせた。

Ｂ

限られた職員数の中で、適正な人
事配置が求められる。人事担当と
協力して進めることが望ましい。
職員数の減に伴い、時間外が増加
しており課の統廃合・業務の見直
しが求められる。
庁舎整備により窓口サービスにお
ける導線も変更となることから、
大きな機構改革が必要と考える。

1 職員能力の開発促進

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・職員の意識改革をはじめ、事務
処理能力、問題解決能力及び政策
形成能力等を強化する実践的な研
修等の実施ほか、自己啓発の促進
を図る。
・専門職をはじめとする専門性の
高い職員の育成を図るため、組織
における役割分担を明確にすると
ともに職場内研修（ＯＪＴ）の強
化を図る。

人材育成
方針

・職員の職階に応じた基礎的資
質・能力が向上した状態

・基礎・階層別研修を実施する。
・問題解決や政策形成能力などを
高める課題別研修を実施する。
・新規採用職員や若手職員の育成
体制を強化する。

・年度当初に研修計画を策定し、
計画に沿って行なった。
・職位別の課題を見極め、課題解
決のヒントになるような研修を行
なった。
・新規採用者向けの研修所による
研修や自主研修を行い、入所後の
育成体制を強化している。また採
用後３年目職員に内部業務研修及
び危機管理の研修を行なった。

・課題解決に向けた研修について
は、外部講師を招き、各階層の課
題に沿った内容で研修できるよう
詳細を打合せしながら行なってお
り、受講者からの評判が良い。

Ｂ

・職員一人ひとりの研修に対する
意識をより向上させるための取り
組みが必要である。
・人材育成は非常に重要だと考え
るが、職員減及び業務量の増加に
より、研修を負担に考える職員が
増えていると感じる。

2
人事評価制度の適正
な運用

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・職員一人一人が自らの能力を高
めるとともに、組織全体の士気高
揚を図りつつ、効率的かつ効果的
な行政運営を行なうため、人事評
価制度を活用し人材育成に繋げつ
つ、能力や実績に基づく人事管理
を進める。

ー

・人事評価制度により、能力、勤
務姿勢や業績の評価及び任用・昇
給等への反映が適切に行われ、人
材育成や組織の士気高揚に活かさ
れた状態

・人事評価制度を本実施する。
・適正な運用を図るため、評価者
研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要に応じ
て制度の見直しを行なう。

・適性な評価を行なうための評価
実務研修、新任評価者及び採用2年
目職員に対する目標設定、評価研
修を実施した。
・消防職員向け人事評価の手引き
の作成着手した。

・繰り返し、評価者実務研修を実
施することで、評価が平準化して
きている。

Ａ

・今後は、勤勉手当への反映の実
施後、現状の評価と変化がないか
検証していく必要がある。
・勤勉手当への反映については
しっかり制度設計を行なう事が重
要である。

3 危機管理能力の向上

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・高い倫理観と危機管理意識を
持って業務を遂行するため、研修
等を通じて法令遵守（コンプライ
アンス）を徹底するとともに、メ
ンタルヘルスや情報管理など様々
なリスクに対する管理能力の強化
を図る。

ー

・法令遵守をはじめ様々なリスク
に対するチェック体制の強化を図
り、職員の危機管理意識の向上が
図られている状態

・危機管理能力の強化に向け、各
階層別研修においてコンプライア
ンスをはじめとするリスクマネジ
メント研修を実施する。
・各職場においては、研修受講後
若しくは年度当初において、職場
内研修を実施し、情報及び知識・
認識を共有する取組を行なう。

・新任課長及び採用３年目職員に
対し、危機管理意識を向上させる
ため、外部講師を招き、公務員経
験を踏まえた研修を実施した。

・管理職として、危機管理意識を
再認識する場を設けることで、部
下に対する意識の向上へ繋がる良
い機会となっている。また、採用
後、業務に慣れた３年目で研修す
ることにより、自分自身の振り返
りや今後の業務に対する意識改革
になる良い機会となっている。

Ａ

・外部講師は甲州市職員時代の経
験談を、身振り手振りを交え、更
にはゲーム形式を取り入れ実施し
たため、今後の業務に非常に役立
つと考える。
・リーダークラス、次期リーダー
クラスを講師とした研修も効果的
ではないかと考える。

①定員の
適正化及
び組織の
見直し

②人材育
成の推進
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成２９年度計画
取組

達成度

基本
方針

平成２９年度の取組内容

平成３２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方
針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

４　市民との協働により取り組む「多様な協働」の推進

●人と人、人と地域、地域と地域、また異なる分野間の多様な関係性の再構築による多様な協働の推進

1
地域コミュニティ活
動の推進

【取組主管課】
・みんなでまち
づくり推進課

【関係課等】

・市民による地域課題の解決に向
けた自発的・主体的な取組を支援
する。

ー

・地域コミュニティ活動がより自
発的・主体的に推進されている状
態

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　70％（H27:54.3％）

・地域コミュニティ活動の推進を
担う団体への支援を行なう。
[具体的な取組例]
・地域コミュニティイベント支援

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　62.1％

　自治会を中心とした地域コミュ
ニティの活動は、それを担う団体
への支援として「まちづくりの人
材育成」の項目で行っている。新
しい団体が出来る一方で、後継者
や担い手不足により活動の中止や
解散といった実情がある。
　また、補助金等の見直しにより
市内６地区のイベント１つに支援
しており、その他の地域イベント
には自治会活動交付金の一部を利
用してもらっている。

・自治会活動交付金は、１世帯当
たり1,600円を交付しており、僅か
ではあるが、活動の一助になって
いると思われる。
・新たな団体等の支援としてみん
なでまちづくり推進会議におい
て、テーマ型補助金の継続と、取
組みやすい協働事業の検討を行っ
ている。

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　52.5％

Ｂ

・企業のＣＳＲ（社会的責任）の
活用や伝統的な行事の見直しな
ど、地域イベントの存続は、各年
代の歩み寄りや、若者の取り込み
が必要である。
・市民活動センターに所属してい
る相談役のコーディネーターの周
知や、人材の発掘等を検討する。

2
自治会組織の適切な
運用

【取組主管課】
・みんなでまち
づくり推進課

【関係課等】

・市民の意思を市政に反映させ、
地域主体のまちづくりを推進する
ための自治会組織の適切な運用を
図る。

ー

・自治会組織が有効に活用され、
地域主体のまちづくりが推進され
ている状態

・自治会の活動に満足している
（市民アンケート）
　50.0％（H27:35.4％）

・自治会組織を支援するほか、会
員の資質向上に資する研修などに
取り組む。
・自治会活動交付金の交付
・自治会組織の適切な運用
・自治会の活動に満足している
（市民アンケート）
　40.4％

・自治会活動交付金の交付を行っ
た。
・自治会連合会会則、専門委員会
設置規程を見直し、スリム化を図
り一部改正を実施
・ごみ収集等について、自治会の
抱える諸問題を協議
・自治会長等の負担軽減について
協議

・常任理事会と各地区自治会の組
織体系の見直しを進めた。
・自治会のゴミ収集関係のアン
ケートを実施し、課題等を把握
し、課題を絞り少しでも自治会へ
還元することとした。
・自治会長等にとっての負担を抽
出し、その軽減策を検討した
・常任理事の改選年であり上記の
協議のみで終わってしまい、予定
していた研修は、実施できなかっ
た。

・自治会の活動に満足している
（市民アンケート）　39.0％

Ｃ

・来年度は研修を実施する。
・自治会において事務局等の設置
や役員任期などを再検討し、モデ
ル規約の作成を検討する。
・自治会には、それぞれに歴史が
あり特色がある。少子高齢化社会
がもたらす影響は計り知れない
が、団塊の世代を活用し自治会活
動を支援していく。

②市民活
動の推進

1
多様な担い手による
市民活動の促進

【取組主管課】
・みんなでまち
づくり推進課

【関係課等】

・市民活動センターの施設の維持
管理、運営その他関連業務を民間
の中間支援組織（市民活動を支援
するＮＰＯなど）を養成し担当さ
せることで、多様な市民活動の活
性化を図るとともに、様々な主体
による協働を促進する

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・多様な市民活動が推進されてい
る状態（地域活動や市民活動に参
画する市民の増加など）

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　70％（H27:54.3％）

・市民活動センターを拠点とした
市民活動に関する情報の受発信や
相談窓口機能の強化を図るため、
市民活動の実態や課題等の情報を
収集・整理するとともに、情報の
共有化と可視化に向けた取組を推
進する。

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　62.1％

・多くの市民の方に市民活動セン
ターを知ってもらうため、広報誌
でセンターの活動内容について啓
発を行った。また、県外研修等に
参加し市民活動の支援に役立つ情
報等の収集を行った。

・市内で活躍している団体や個人
の方の講演などを通じて、市民活
動団体の活動に興味を持ち、他の
団体等との交流や情報交換の場を
提供している。また多くの市民活
動団体が利用し、活動が広がって
いくよう、市民活動コーディネー
ターの育成を今後も図っていく。
・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　52.5％

Ｂ

・市民活動センターのホームペー
ジやフェイスブックで、市民活動
団体や多くの市民へ、活動団体の
活動情報やセンターのイベント情
報を発信し、市民活動へ参加する
市民の輪を広げていく予定。

1
まちづくりの人材育
成

【取組主管課】
・みんなでまち
づくり推進課

【関係課等】
・全ての課等

・行動に向かうための働きかけと
して、まちづくりに関連する講座
や講習会を開催し、まちづくり活
動を担う人材の育成を図る。

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・まちづくりを担う人材が育成さ
れ、市民活動が推進されている状
態

・まちづくりを担う人材育成のた
めの講習会等を開催するほか、市
民活動団体が実施するまちづくり
に関する講座や講演会等の取組を
支援する。

・まちづくりを担う人材育成や支
援として、ＷＡＫＡＭＯＮＯ大学
での振返り講座を開催、３件の南
アルプス市協働支援テーマ型活動
助成事業が行われ、市民活動団体
が自ら活動する手段や方法を学
び、多くの人とつながり、情報交
流を行った。
・平成２８年度までに実施した協
働支援テーマ型活動助成事業につ
いて、アンケート調査を実施し
た。

・協働支援テーマ型活動助成事業
を活用し事業を行った団体の取り
組みが、地域や多くの団体等と連
携した活動がＮＨＫで紹介され
た。市民活動フォーラムで活動内
容、反省点や今後の活動に向けて
発表を行った。

Ｂ

・協働支援テーマ型活動助成事業
について、アンケート調査を実施
し、事業は継続することとなった
ため、事務局による申請から事業
実施までのアドバイス等支援を
行っていことが課題である。

2
職員の意識向上と体
制整備

【取組主管課】
・みんなでまち
づくり推進課

【関係課等】
・全ての課等

・市民活動や協働に関する庁内の
情報共有化、職員の意識向上に向
けた研修の開催、取組推進のため
の体制整備を図る。

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・市民活動や協働の推進に向け
て、職員の意識向上が図られてい
る状態

・期間中にすべての職員を研修対
象をする。

・職員の意識向上を図るため、市
民活動や協働に関する職員研修を
実施する。
・市民活動や協働に関する全庁的
な取組の整理・体制の検討等を行
なう。

・職員の意識の向上については、
管理職員以外の全職員を対象に協
働のまちづくりについての研修を
行った。

・第2次協働のまちづくり基本方針
の内容について理解を深め、職員
の意識改革につなげる機会となっ
た。

Ｂ

・第2次みんなでまちづくり（協
働）行動計画を推進していくため
には、職員の協働を進める意識啓
発の研修会や市民団体などとの連
携や情報の共有など推進体制を検
討する。

③取り組
み推進の
ための環
境整備

①地域自
治の推進
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